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資料 2

本庁舎等跡地活用に係る調査特別委員会

現本庁舎取 り扱いについて (比較表)

解体撤去 減築 現状の維持 (減築なし) 備考

建物の安全性
減築型耐震改修による耐震性の確保

が必要。

耐震改修 (強度型・制振型・免震

型)に よる耐震性の確保が必要。

費用 (既存資料から)

倉療
舎解

宦 、i昴抒」
(建型艶司》名ぉヶ

杭撤去 約0.8億円

経費・消費税 約0.6億円

※第2庁舎と合わせ

一部解体費と補強費

試算なし(設計費に600万円以上が必

要)

耐震改修費 (設計・管理費別)

。強度型 約 11.6億円

。制振型 約 18.8億円 つた
。免震型 約 15億円 (別途残土処

理費要 約2.4億 円). 0石
39イ

各調査時点

活用 にあた つて

更地となった後は、土地の使い方の

自由度が高まり、活用にあり方につ

いて、より幅広い検討が可能。

改修後の用途と規模が定まっている

ことが前提。

強度型、制振型の場合

ブレース設置、RC壁増設による狭隧

化、機能性の低下あり。

執行部意見

現建物の行政利用 執行部の活用計画なし 執行部の活用計画なし

その他 鳥取商工会議所から要望あり


